
JP 5468911 B2 2014.4.9

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電子ビームを放出する陰極と、前記電子ビームを衝突させ、該衝突した位置を焦点位置
とするＸ線を発生させる陽極ターゲットと、前記陽極ターゲットを回転させる回転機構部
と、前記陰極及び前記陽極ターゲットを真空に保持する外囲器とを備えたＸ線管装置であ
って、
　前記外囲器の内壁面側に形成され、前記陽極ターゲットの電子ビーム衝突面側に突出す
る第１の凹凸部を備えることを特徴とするＸ線管装置。
【請求項２】
　請求項１に記載のＸ線管装置において、
　前記陽極ターゲットの電子ビーム衝突面側の領域であり、少なくとも電子ビーム衝突領
域を除く領域に形成され、前記外囲器の内壁面側に突出する第２の凹凸部をさらに備え、
　前記第１の凹凸部と前記第２の凹凸部との凹凸が相互に組み合わされて配置されること
を特徴とするＸ線管装置。
【請求項３】
　請求項２に記載のＸ線管装置において、
　前記第２の凹凸部と前記電子ビーム衝突領域との間に段差を備えることを特徴とするＸ
線管装置。
【請求項４】
　請求項２に記載のＸ線管装置において、　前記第２の凹凸部のうち最外周に形成される
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部分が前記陽極ターゲットの外周方向に突出する形状であることを特徴とするＸ線管装置
。
【請求項５】
　被検体にＸ線を照射する請求項１乃至４の何れか１項に記載のＸ線管装置と、
　前記Ｘ線管装置に対向配置され前記被検体を透過したＸ線を検出するＸ線検出器と、
　前記Ｘ線管装置と前記Ｘ線検出器を搭載し前記被検体の周囲を回転するスキャナと、
　前記Ｘ線検出器で検出した投影データを前記２つの焦点位置毎に収集するデータ収集部
と、
　前記データ収集部で収集した投影データに基づき前記被検体の断層像を再構成する画像
再構成装置と、
　前記画像再構成装置で再構成した断層像を表示する画像表示装置とを備えたことを特徴
とするＸ線ＣＴ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、Ｘ線管装置及びそれを用いたＸ線ＣＴ装置に係わり、特に、反跳電子の捕捉
及び反跳電子捕捉に伴う発熱に対する冷却技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、Ｘ線ＣＴ装置においては、撮影時間のさらなる短縮化が要望されており、Ｘ線管
装置から照射するＸ線ビームの照射量を増大させることが要望されている。一方、Ｘ線管
装置は陽極（回転陽極ターゲット）及び陰極を有しており、陰極から放出される電子を電
極間に印加される高電圧により回転陽極ターゲット側へ加速し、衝突させることでＸ線を
発生させる構成となっている。
【０００３】
　このとき、回転陽極ターゲットに衝突した電子の中には、熱やＸ線に変換されずに反跳
電子となって散乱を繰り返すものがある。反跳電子の方向や強度は、印加電圧や焦点近傍
の電界によって変化するが、通常、入射電子の約５０％以上があらゆる方向に反跳するこ
とになる。この反跳電子は、陽極ターゲットの焦点面ではない部分に帰還したり、真空外
囲器に突入したりするが、これら反跳電子の帰還もしくは突入によっても熱やＸ線が発生
する。
【０００４】
　特に、反跳電子によって発生したＸ線は、回転陽極ターゲットの焦点面から発生するＸ
線に対するノイズ成分となり、均一なＸ線を得る妨げとなる。また、反跳電子によって発
生する熱は、回転陽極ターゲットなどの温度を上昇させる要因ともなる。
【０００５】
　そこで、これらの問題を解決するために、発生した反跳電子を捕捉して、回転陽極ター
ゲットに帰還する反跳電子や、真空外囲器に突入する反跳電子を低減させた回転陽極Ｘ線
管装置が提案されている。この回転陽極Ｘ線管装置は、回転陽極ターゲットと電子放出源
（陰極）との間に、反跳電子を捕捉するためのトラップとして機能する反跳電子捕捉構造
体（コレクタ）を備えている。しかしながら、コレクタでも捕捉できない一部の反跳電子
が回転陽極ターゲットの回転軸中心方向にも反跳してしまう問題がある。
【０００６】
　この問題を解決する技術として、例えば　特許文献１に記載の技術がある。特許文献１
に記載の技術では、回転陽極ターゲットと反跳電子捕捉の構造体とを一体として回転させ
、該構造体に反跳電子を捕捉させる構成となっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特許第３９１０４６８号
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、特許文献１に記載の技術では、反跳電子捕捉の構造体が回転陽極ターゲ
ットと一体の構造になっているため、軸受への荷重の負担が従来よりも大きくなってしま
う。このため、軸受の寿命が短くなってしまうことが懸念されている。特許文献１に記載
のＸ線管装置では、回転陽極単体より軸受けの強度を高く設計する必要があり、そのため
にコストがかかってしまう。さらには、特許文献１に記載される反跳電子を捕捉する構造
では、軸受回転軸付近に反跳電子捕捉の構造体が直接接続されているため反跳電子を捕捉
した事による熱が軸受へ流れてしまうので好ましくない。特に、軸受の温度上昇により潤
滑材が高温となってしまうために、潤滑材の早期劣化や軸受の早期劣化を招くことが懸念
されている。
【０００９】
　本発明はこれらの問題点に鑑みてなされたものであり、本発明の目的は、反跳電子の捕
捉による構造部材の加熱を抑えると共に、回転陽極ターゲットの回転軸受の加熱も抑える
ことが可能な技術を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　（１）前記課題を解決すべく、電子ビームを放出する陰極と、前記電子ビームを衝突さ
せ、該衝突位置を焦点位置とするＸ線を発生させる陽極ターゲットと、前記陽極ターゲッ
トを回転させる回転機構部と、前記陰極及び前記陽極ターゲットを真空に保持する外囲器
とを備えたＸ線管装置であって、前記外囲器の内壁面側に形成され、前記陽極ターゲット
の電子ビーム衝突面側に突出する第１の凹凸部を備えるＸ線管装置である。
【００１１】
　（２）前記課題を解決すべく、電子ビームを放出する陰極と、前記電子ビームを衝突さ
せ、該衝突位置を焦点位置とするＸ線を発生させる陽極ターゲットと、前記陽極ターゲッ
トを回転させる回転機構部と、前記陰極及び前記陽極ターゲットを真空に保持する外囲器
とを備えたＸ線管装置であって、前記陽極ターゲットの電子ビーム衝突面側の領域であり
、少なくとも前記電子ビーム衝突領域を除く領域に形成され、前記外囲器の内壁面側に突
出する第２の凹凸部を備えるＸ線管装置である。
【００１２】
　（３）前記課題を解決すべく、電子ビームを放出する陰極と、前記電子ビームを衝突さ
せ、該衝突位置を焦点位置とするＸ線を発生させる陽極ターゲットと、前記陽極ターゲッ
トを回転させる回転機構部と、前記陰極及び前記陽極ターゲットを真空に保持する外囲器
とを備えたＸ線管装置であって、前記外囲器の内壁面側に形成され、前記陽極ターゲット
の電子ビーム衝突面側に突出すると共に、前記陽極ターゲットの回転中心から外周方向に
所定間隔で並設される第１の凹凸部と、前記陽極ターゲットの電子ビーム衝突面側の領域
であり、少なくとも前記電子ビーム衝突領域を除く領域に形成され、少なくとも前記陽極
ターゲットの回転中心から外周方向に所定間隔で並設される第２の凹凸部とを備え、前記
第１の凹凸部と前記第２の凹凸部との凹凸が相互に組み合わされて配置されるＸ線管装置
である。
【００１３】
　（４）前記課題を解決すべく、被検体にＸ線を照射する（１）ないし（３）の何れかに
記載のＸ線管装置と、前記Ｘ線管装置に対向配置され前記被検体を透過したＸ線を検出す
るＸ線検出器と、前記Ｘ線管装置と前記Ｘ線検出器を搭載し前記被検体の周囲を回転する
スキャナと、前記Ｘ線検出器で検出した投影データを前記２つの焦点位置毎に収集するデ
ータ収集部と、前記データ収集部で収集した投影データに基づき前記被検体の断層像を再
構成する画像再構成装置と、前記画像再構成装置で再構成した断層像を表示する画像表示
装置とを備えたＸ線ＣＴ装置である。
【発明の効果】
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【００１４】
　本発明によれば、反跳電子の捕捉による構造部材の加熱を抑えることができると共に、
回転陽極ターゲットの回転軸受の加熱も抑えることができる。
【００１５】
　本発明のその他の効果については、明細書全体の記載から明らかにされる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の実施形態１のＸ線管装置の概略構成を説明するための断面図である。
【図２】本発明の実施形態１のＸ線管装置における反跳電子の軌道の一例を説明するため
の図である。
【図３】本発明の実施形態２のＸ線管装置の概略構成を説明するための断面図である。
【図４】本発明の実施形態３のＸ線管装置の概略構成を説明するための断面図である。
【図５】本発明の実施形態４のＸ線管装置の概略構成を説明するための断面図である。
【図６】本発明の実施形態４のＸ線管装置における陰極及び反跳電子捕捉構造体並びに回
転陽極ターゲット間における電位分布及び反跳電子の軌道の一例を説明するための図であ
る。
【図７】本発明の実施形態５のＸ線管装置の概略構成を説明するための断面図である。
【図８】本発明の実施形態１の他のＸ線管装置の概略構成を説明するための断面図である
。
【図９】本発明の実施形態６のＸ線ＣＴ装置の概略構成を説明するための図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明が適用された実施形態について、図面を用いて説明する。ただし、以下の
説明において、同一構成要素には同一符号を付し繰り返しの説明は省略する。
【００１８】
　〈実施形態１〉
　〈全体構成〉
　図１は本発明の実施形態１のＸ線管装置の概略構成を説明するための断面図であり、以
下、図１に基づいて、実施形態１のＸ線管装置の全体構成を説明する。なお、以下の説明
では、回転陽極ターゲット１４と反跳電子捕捉構造体１２とが接地電位となる、いわゆる
陽極接地型のＸ線管装置に本発明を適用した場合について説明するが、これに限定される
ことはない。例えば、反跳電子捕捉構造体１２を接地電位とし、回転陽極ターゲット１４
をプラス電位、陰極１１をマイナス電位とする、いわゆる中性点接地型のＸ線管装置にも
適用可能である。
【００１９】
　図１に示すように、実施形態１のＸ線管装置１では、陰極１１、回転陽極ターゲット１
４、図示しないロータを備える回転支持機構１６、及び回転陽極ターゲット１４と回転支
持機構１６とを連結する回転陽極支持構造体１５が高真空を維持するための真空外囲器２
内に封入される構成となっている。真空外囲器２は管容器１８内部に収納され、管容器１
８の周側面に形成される放射窓１３からＸ線ビームが照射される構成となっている。また
、実施形態１のＸ線管装置１は、管容器１８と真空外囲器２との二重構造となっており、
内部が真空に保持される真空外囲器２と管容器１８との間には絶縁性の冷媒が循環可能に
封入される構成となっている。なお、実施形態１においては、回転陽極ターゲット１４及
び真空外囲器２以外の構成は従来と同様の構成となっているので、以下の説明では、回転
陽極ターゲット１４及び真空外囲器２の構成について詳細に説明する。
【００２０】
　陰極１１は陰極支持体によって支持される構成となっており、陰極１１から放出される
図示しない電子ビームが回転陽極ターゲット１４の電子ビーム衝突面側に照射される位置
に固定される構成となっている。また、実施形態１のＸ線管装置１では、陰極１１の外周
部及び回転陽極ターゲット１４側を覆うようにして形成され、陰極１１から照射される電
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子ビームの照射経路に該当する領域に開口部が形成される反跳電子捕捉構造体（コレクタ
）１２を備える構成となっている。
【００２１】
　回転陽極ターゲット１４は、回転陽極支持構造体１５を介して図示しないロータと連結
されて回転体を構成している。この回転体は、回転支持機構１６によって回転可能に片持
ちに支持されている。すなわち、実施形態１のＸ線管装置１では、回転陽極ターゲット１
４の中心位置に回転陽極支持構造体１５の一端側が接続される構成となっており、他端側
にロータを備える回転支持機構１６が配置される構成となっている。このような構成によ
り、陰極１１から放出される電子ビームが照射される回転陽極ターゲット１４の電子ビー
ム衝突面側の位置を順次移動させる構成となっている。なお、回転陽極ターゲット１４の
詳細構成については後述する。
【００２２】
　図示しないロータを備える回転支持機構１６を囲む位置には、誘導電磁界を発生するス
テータ（ステータコイル）１７が真空外囲器２の外側に配置されている。ステータ１７に
は誘導電磁界を発生させるために約５００Ｖの電圧が印加される構成となっており、ステ
ータ１７で発生させた誘導電磁界によりロータに連結される回転陽極ターゲット１４を高
速に回転させる構成となっている。
【００２３】
　〈フィン構造体の構成〉
　次に、図１に基づいて、実施形態１のＸ線管装置の詳細構成及び動作を説明する。図１
に示す実施形態１のＸ線管装置１では、陰極１１は図示しないフィラメントを有しており
、陰極１１と回転陽極ターゲット１４間には所定の電圧が印可される構成となっている。
この電位差によって、陰極１１から放出された電子（熱電子）が加速され、電子ビームと
して回転陽極ターゲット１４の焦点面に衝突し、Ｘ線に変換される。
【００２４】
　このとき、陰極１１から放出された電子の約５０％が反跳電子として後方に跳ね返るす
なわち後方散乱することとなる。この跳ね返った電子（反跳電子）は陰極１１とコレクタ
１２の電位差により当該コレクタ１２によって捕捉されるが、一部の反跳電子が回転陽極
ターゲット１４の軸中心方向（回転中心軸）に飛散する。さらには、他の構造物で跳ね返
される二次・三次の反跳電子等の飛散されることとなる。
【００２５】
　ここで、実施形態１のＸ線管装置１では、回転陽極ターゲット１４の電子ビーム衝突面
側すなわち回転陽極ターゲット１４の陰極１１と対向配置される側に、凹凸部（フィン構
造体、第２の凹凸部）２１が形成される構成となっている。特に、実施形態１のＸ線管装
置１では、異なる直径を有する複数個の円筒状のフィンが回転陽極ターゲット１４の電子
ビーム衝突面側に形成される構成となっており、回転陽極ターゲット１４の電子ビーム衝
突面側に円筒状のフィンを配置した構造体を配置することにより形成される。これにより
、回転陽極ターゲット１４の回転中心軸と、各円筒状のフィンの中心位置とを揃えるよう
にして、各円筒状のフィンが列設される実施形態１のフィン構造体２１を形成することが
可能となる。また、回転陽極ターゲット１４の電子衝突面側に反跳電子を捕捉するような
凹凸の構造の一例であるフィン構造体２１は、遠心荷重に耐えうる形状をし、熱及び荷重
による変形で対向面と接触しない構造であり、冷却も考慮しフィン効率の高い構造とする
。
【００２６】
　また、実施形態１のＸ線管装置では、真空外囲器２内の内で、回転陽極ターゲット１４
電子ビーム衝突面側と対向する内壁面に、当該回転陽極ターゲット１４の配置方向に突出
する凹凸部（フィン構造体、第１の凹凸部）２２が形成される構成となっている。このと
き、実施形態１のＸ線管装置１では、高真空を維持するためにステンレス（ＳＵＳ）製の
真空外囲器２を用いる構成となっている。従って、例えば、真空外囲器２と同じステンレ
ス（ＳＵＳ）でフィン構造体２２を形成することによって、耐熱性を有すると共に、フィ
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ン構造体２２から真空外囲器２の壁面部への熱伝導性を向上させることができるが、その
構成材は他の材料であってもよい。
【００２７】
　実施形態１のＸ線管装置１においては、例えば、異なる直径を有する複数個の円筒状の
ステンレス（ＳＵＳ）製のフィンを真空外囲器２の内壁面に形成する際に、真空外囲器２
の内壁面に予め形成した円筒状のフィンを溶接等の耐熱を有する接合方法で配置する。こ
のとき、回転陽極ターゲット１４の回転中心軸と各円筒状のフィンの中心位置とを揃える
ようにして、各円筒状のフィンを列設することにより、実施形態１のフィン構造体２２が
形成される。
【００２８】
　ただし、実施形態１のフィン構造体２２は前述する構造に限定されることはない。例え
ば、以下に述べるように形成してもよい。まず、異なる直径を有する複数個の円筒状のフ
ィンを真空外囲器２の内壁面に形成する際に、当該内壁面の壁面厚を予めフィンの突出量
を考慮した内壁面厚で形成する。次に、この内壁面に複数個の同心円形状の溝部を形成す
る。この溝部の中心位置を回転陽極ターゲット１４の回転中心軸と対応する位置とするこ
とにより、真空外囲器２の内壁面に形成されるフィン構造体２２とすることもできる。
【００２９】
　実施形態１のＸ線管装置１では、回転陽極ターゲット１４に形成されるフィン構造体２
１と、真空外囲器２の内壁面に形成されるフィン構造体２２との凹凸とがそれぞれ相互に
組み合わされる構成となっている。すなわち、フィン構造体２２を形成する隣接するフィ
ンとの間に形成される領域（見かけ上のフィン構造体２２の溝部（凹部））と、フィン構
造体２１のフィン（凸部）との位置が一致し、該フィン構造体２２の凹部にフィン構造体
２１の凸部が入り込む構成となっている。また、フィン構造体２１を形成する隣接するフ
ィンとの間に形成される領域（見かけ上のフィン構造体２１の溝部（凹部））と、フィン
構造体２２のフィン（凸部）との位置も一致し、該フィン構造体２１の凹部にフィン構造
体２２の凸部が入り込む構成となっている。このような構成とすることにより、回転陽極
ターゲット１４の回転中心軸の近傍はフィン構造体２１、２２で反跳電子から遮蔽される
構成となるので、該反跳電子が回転中心軸の近傍に向かうことを防止できる。
【００３０】
　一方、回転陽極ターゲット１４が高温になるに従い当該回転陽極ターゲット１４全体か
らの熱放射も増大されることとなる。このとき、実施形態１のＸ線装置では、フィン構造
体２１の近傍にフィン構造体２２が配置されると共に、各フィン構造体２１、２２の対向
面における表面積も増大されることとなるので、フィン構造体２１から放射される放射熱
はフィン構造体２２で効率よく吸収されることとなる。その結果、回転陽極ターゲット１
４の冷却率が向上されるので、回転陽極ターゲット１４、該回転陽極ターゲット１４に連
結される回転陽極支持構造体１５、及び回転支持機構１６の温度上昇を抑制することが可
能となる。
【００３１】
　近年のＸ線管装置では、発生させるＸ線ビームの高出力化や長時間に及ぶＸ線ビームの
連続出力化に対応して、同一焦点位置への高出力電子ビームの連続照射に伴う回転陽極タ
ーゲット１４の劣化を防止するために、回転陽極ターゲット１４の回転速度の高速化が進
行しており、回転支持機構１６に対する負担が増大している。このため、回転陽極ターゲ
ット１４の低温化のみならず、回転支持機構１６に対しても低温化が求められている。こ
れに対して、実施形態１のＸ線管装置では、回転陽極ターゲット１４への電子ビームの照
射に伴う発熱に加えて、反跳電子の衝突に伴う発熱も効率よく冷却でき、当該回転陽極タ
ーゲット１４の温度上昇を抑制することが可能となる。その結果、回転支持機構１６に伝
達する熱も低減させることが可能となり、回転支持機構１６の信頼性すなわちＸ線管装置
の信頼性も向上させることができる。
【００３２】
　〈段差の構成〉
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　図２は本発明の実施形態１のＸ線管装置における反跳電子の軌道の一例を説明するため
の図であり、特に、陰極１１から照射され回転陽極ターゲット１４の表面で反跳された後
に他の構造部材で吸収され消滅する場合の反跳電子の軌道を示すものである。また、図２
においては、陰極１１から出射される電子（熱電子）の一例として１つの電子３１を示し
たが、実際の電子ビームの照射では多数の電子が陰極１１から回転陽極ターゲット１４に
出射される。
【００３３】
　図２から明らかなように、陰極１１から出射した電子（熱電子）３１は、図２中に点線
で示す等電位線３２に直交するようにして、ほぼ直線的な矢印３５で示す軌道で回転陽極
ターゲット１４に衝突する。この電子ビームの衝突により、回転陽極ターゲット１４では
Ｘ線焦点からＸ線が発生しＸ線ビームとして、照射されることとなる。このとき、回転陽
極ターゲット１４には大量の電子ビームが照射されることとなるので、高温の状態となる
。
【００３４】
　一方、回転陽極ターゲット１４に照射された電子ビームの内、約５０％程度がその表面
で反跳し、反跳電子として、例えば矢印３３に示す軌道で他の構造部材に衝突することと
なる。このとき、実施形態１の回転陽極ターゲット１４では、電子ビーム衝突面とフィン
構造体２１との間に反跳電子を捕捉するための段差２３が形成される構成となっているの
で、回転陽極ターゲット１４の表面で反跳された反跳電子の内の約１０～２０％程度が段
差２３で吸収され、熱に変換されることとなる。その結果、反跳電子が再び回転陽極ター
ゲット１４の電子ビーム衝突面に入射することによって発生されるＸ線（不要Ｘ線）の発
生を抑えることが可能となる。
【００３５】
　ただし、段差２３の形状として、放電への影響を考慮しエッジが立たないような形状と
する。さらには、段差２３を形成する面は、回転陽極ターゲット１４の傾斜面及び平面部
分どちらの場合であってもよく、反跳電子捕捉構造体１２の影に隠れるように配置する。
このように配置することで、陰極１１と回転陽極ターゲット１４との焦点面外での放電を
抑制させることができる。すなわち、段差２３と陰極１１とを直線で結んだ場合、その直
線上に反跳電子捕捉構造体１２が配置されるように、当該段差２３を形成している。
【００３６】
　また、実施形態１のＸ線管装置では、回転陽極ターゲット１４及び真空外囲器２は、フ
ィン構造体２１、２２をそれぞれ備える構成となっているので、Ｘ線焦点での発熱及び段
差２３での発熱はフィン構造体２１からフィン構造体２２へ効率よく熱放射されると共に
、フィン構造体２２に放射された熱は真空外囲器２の壁面から冷媒に伝達される。すなわ
ち、回転陽極ターゲット１４のＸ線焦点で発生した熱は、Ｘ線焦点位置から直接熱放射さ
れると共に、熱伝導によって当該回転陽極ターゲット１４の全体、及び回転陽極ターゲッ
ト１４に連結される回転陽極支持構造体１５と回転支持機構１６等へも伝熱され、各部位
から熱放射される。
【００３７】
　また、回転陽極ターゲット１４の回転中心軸部分に形成されるフィン構造体２１にもＸ
線焦点で発生した熱が熱伝導により伝熱されることとなる。このとき、フィン構造体２１
は複数個の円筒を列設した構成となっているので、その表面積が大きなものとなり、フィ
ン構造体２１からの放射熱は大きなものとなる。また、当該フィン構造体２１に対向配置
されるフィン構造体２２も複数個の円筒を列設した構成となっているので、その表面積は
大きなものとなる。従って、フィン構造体２１からフィン構造体２２を介して、回転陽極
ターゲット１４のＸ線焦点で発生した熱を真空外囲器２の側壁部から冷媒へ効率よく伝熱
することが可能となるので、反跳電子の捕捉に伴う回転陽極ターゲット１４の温度上昇を
大幅に抑制することが可能となる。
【００３８】
　さらには、図２中の矢印では示していない反跳電子の内で、点線で示す等電位線３２に
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従って回転陽極ターゲット１４の回転中心軸方向に向かう反跳電子については、フィン構
造体２１又はフィン構造体２２が備える円筒形状のフィンの内の何れかに衝突することと
なる。その結果、実施形態１のＸ線管装置では、反跳電子が回転陽極ターゲット１４の回
転中心軸の近傍を直接に加熱することを防止できる。従って、実施形態１のＸ線管装置で
は、回転支持機構１６が直接に加熱されることによる回転支持機構１６を構成する図示し
ない軸受の加熱も抑制することができるという格別の効果を得ることが可能となる。特に
、回転支持機構１６を構成する図示しない軸受には、ボールベアリングのような転がり軸
受や、回転軸面に溝を形成し液体金属潤滑剤を軸受隙間に満した動圧式すべり軸受などが
使用されているので、軸受部分にかかる熱負担を軽減する効果は大きい。
【００３９】
　以上説明したように、実施形態１のＸ線管装置では、回転陽極ターゲット１４にフィン
構造体２１を形成すると共に、当該回転陽極ターゲット１４の電子ビーム衝突位置よりも
フィン構造体２１に近い領域に、反跳電子を捕捉するための段差２３を形成する構成とな
っている。このような構造とすることにより、反跳電子を効率よく捕捉すると共に、反跳
電子の捕捉に伴う回転陽極ターゲット１４の温度上昇を効率よく抑制することが可能とな
る。さらには、実施形態１のＸ線管装置では、回転陽極ターゲット１４の電子ビーム衝突
面と対向する真空外囲器２の内壁面に、フィン構造体２２が形成される構成となっている
ので、回転陽極ターゲット１４に形成したフィン構造体２１からの輻射熱を効率よく真空
外囲器２に伝熱させることが可能となる。その結果、回転陽極ターゲット１４を効率よく
冷却することが可能となる。すなわち当該回転陽極ターゲット１４の温度上昇を抑制する
ことが可能となるので、回転陽極ターゲット１４の連結される回転陽極支持構造体１５及
び回転支持機構１６の温度上昇も抑制することが可能となる。
【００４０】
　実施形態１のＸ線管装置では、真空外囲器２の内部である真空領域内に、回転陽極ター
ゲット１４の熱を伝えるための熱交換手段となるフィン構造体２１とフィン構造体２２と
を形成することにより、真空内における熱交換効率を向上させる構成となっている。
【００４１】
　なお、実施形態１のＸ線管装置では、回転陽極ターゲット１４と真空外囲器２とにフィ
ン構造体２１、２２を設ける構成としたが、これに限定されることはなく、何れか一方の
フィン構造体を設ける構成でもよい。例えば、回転陽極ターゲット１４の電子ビーム照射
面側にのみフィン構造体２１を設けた場合であっても、反跳電子捕捉構造体１２や段差２
３等で捕捉出来なかった反跳電子が回転陽極ターゲット１４の回転中心軸付近に到達する
ことを当該フィン構造体２１で大幅に低減させることが可能となるからである。さらには
、当該フィン構造体２１を設けることにより、回転陽極ターゲット１４の表面積を大幅に
増加させることが出来るので、輻射熱を効率よく放射することが可能となり、放熱性能が
向上するからである。また、このときのフィン構造体２１の形状は、対向面が真空外囲器
２の内壁面となるので、同心円状の円筒形状に限定されることはなく、任意の凹凸形状と
することができる。
【００４２】
　一方、真空外囲器２の内壁面側にのみフィン構造体２２を設けた場合であっても、反跳
電子捕捉構造体１２や段差２３等で捕捉出来なかった反跳電子が回転陽極ターゲット１４
の回転中心軸付近に到達することを、当該フィン構造体２２で大幅に低減させることが可
能となるからである。さらには、当該フィン構造体２２を設けることにより、真空外囲器
２の内壁面の面積を大幅に増加させることが出来るので、回転陽極ターゲット１４から放
出される輻射熱を効率よく吸収することが出来るので、回転陽極ターゲット１４の温度上
昇も抑制することが可能となるからである。この場合においても、対向面が円盤状の回転
陽極ターゲット１４となるので、フィン構造体２２の形状は任意の凹凸形状でよい。
【００４３】
　また、実施形態１のＸ線管装置では、回転陽極ターゲット１４の電子ビーム照射面側に
段差２３を設け、該段差２３で効率よく反跳電子を捕捉する構成としたが、これに限定さ
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れることはない。例えば、図８に示すように、実施形態１の回転陽極ターゲット１４に形
成した段差２３のみを除いた構成であっても、フィン構造体２１、２２により回転中心軸
近傍での反跳電子の捕捉に伴う回転陽極支持構造体１５の加熱を抑制でき、フィン構造体
２１からフィン構造体２２への熱交換を効率よく行うことが可能となるので、回転陽極タ
ーゲット１４及び回転陽極支持構造体１５の温度上昇を抑制することができる。
【００４４】
　さらには、実施形態１のＸ線管装置では、フィン構造体２１を形成するフィン厚さより
もフィン構造体２２を形成するフィン厚さの方が薄い場合について説明したが、これに限
定されることはなく、フィン構造体２２を形成するフィン厚さの方が厚くてもよい。ただ
し、各フィンの厚さは冷却効率が高い形状が好ましいので、いわゆるフィン効率（＝［実
際に伝達される熱量］／［フィンの全表面積がフィンの基底温度に等しいと仮定した時に
伝達される熱量］）の高い形状が望ましい。このような形状は、フィンへの熱伝導及びフ
ィンからの熱の輻射等を考慮したフィンの設計により実現可能である。
【００４５】
〈実施形態２〉
　図３は本発明の実施形態２のＸ線管装置の概略構成を説明するための断面図であり、以
下、図３に基づいて、実施形態２のＸ線管装置の全体構成を説明する。ただし、実施形態
２のＸ線管装置では、回転陽極ターゲット１４に形成されるフィン構造体２１の形成方法
及び段差を設けない構成が異なるのみで、他の構成は実施形態１のＸ線管装置と同様の構
成となる。従って、以下の説明では、フィン構造体２１の構成について詳細に説明する。
【００４６】
　図３に示すように、実施形態２のＸ線管装置では、回転陽極ターゲット１４の回転中心
軸を中心として形成される複数個の同心円形状の溝部を形成することにより、フィン構造
体２１を形成する構成となっている。すなわち、実施形態２のＸ線管装置では、フィン構
造体２２のフィン（凸部）とフィン構造体２１の溝部（凹部）２４との位置が一致し、該
溝部２４にフィン構造体２２の凸部が入り込む構成としている。このような構成とするこ
とにより、フィン構造体２１に形成される隣接する溝部２４の間に形成される領域（見か
け上のフィン構造体２１のフィン（凸部））が、フィン構造体２２を形成する隣接するフ
ィンとの間に形成される領域（見かけ上のフィン構造体２２の溝部（凹部））には入り込
む構成となる。
【００４７】
　以上の構成により、フィン構造体２１に形成される隣接する溝部２４の間に形成される
領域（見かけ上のフィン構造体２１のフィン（凸部））の周側面と、フィン構造体２２を
形成するフィン周側面とが対向して配置されることとなる。従って、実施形態１と同様に
、フィン構造体２１からフィン構造体２２への熱伝導を効率よく行うことが可能となる。
【００４８】
　また、実施形態２のＸ線管装置にあっても、フィン構造体２１とフィン構造体２２とに
より、回転陽極ターゲット１４の電子ビーム衝突面側における回転中心軸近傍への反跳電
子の衝突を防止することが可能となるので、実施形態１と同様に、回転陽極支持構造体１
５及び回転支持機構１６の温度上昇を抑えることが可能となる。
【００４９】
　さらには、実施形態２のＸ線管装置の方が実施形態１よりもフィン構造体２２で反跳電
子が捕獲されやすいので、冷却効率を向上できるという格別の効果を得られる。
【００５０】
　〈実施形態３〉
　図４は本発明の実施形態３のＸ線管装置の概略構成を説明するための断面図であり、以
下、図４に基づいて、実施形態３のＸ線管装置の全体構成を説明する。ただし、実施形態
３のＸ線管装置では、回転陽極ターゲット１４に形成されるフィン構造体２１を形成する
フィンの形状及び段差を設けない構成が異なるのみで、他の構成は実施形態１のＸ線管装
置と同様の構成となる。従って、以下の説明では、フィン構造体２１の構成について詳細
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に説明する。
【００５１】
　図４から明らかなように、実施形態３のＸ線管装置では、回転陽極ターゲット１４が備
えるフィン構造体２１を形成するフィンの内で、最外周に形成されるフィンがフィン構造
体２２の側に突出されると共に、回転陽極ターゲット１４の外周方向に突出される形状と
なる。すなわち、実施形態３のフィン構造体２１では、最外周に配置されるフィンが回転
陽極ターゲット１４の回転軸方向と平行な突出部と、該突出部から連続して形成され回転
陽極ターゲット１４の回転軸方向と直交する円環部とから構成される。ただし、円環部は
回転陽極ターゲット１４の回転軸方向と直交する形状に限定されることはなく、その形成
角度は任意に設定可能である。すなわち、最外周に配置されるフィンの形状を実施形態１
のフィン形状よりも複雑な形状とするものである。
【００５２】
　このようなフィン構造体２１を設けることにより、前述する実施形態１のＸ線管装置に
おける効果に加えて、最外周に配置したフィンによる反跳電子の捕捉効率を実施形態１の
Ｘ線管装置よりも向上させることができるという格別の効果が得られる。その結果、実施
形態１、２のＸ線管装置よりも二次・三次の反跳電子を低減でき、不要なＸ線の発生をさ
らに低減できる。
【００５３】
　さらには、フィンの表面積を増加させると共に、その対向面方向を真空外囲器２の内壁
面方向とする構成となっているので、放熱効果を向上させることが可能となる。その結果
、実施形態１のＸ線管装置における効果に加えて、さらに放熱性能を向上させることが出
来るという格別の効果が得られる。
【００５４】
〈実施形態４〉
　図５は本発明の実施形態４のＸ線管装置の概略構成を説明するための断面図であり、以
下、図５に基づいて、実施形態４のＸ線管装置の全体構成を説明する。ただし、実施形態
４のＸ線管装置では、図５中に明示する陰極５１の構成及び該陰極５１を覆う反跳電子捕
捉構造体５２の構成並びにフィン構造体２１の構成が大きく異なるのみで、他の基本的な
構成は実施形態２のＸ線管装置と同様の構成となる。従って、以下の説明では、陰極５１
の構成及び反跳電子捕捉構造体５２の構成並びにフィン構造体２１の構成について詳細に
説明する。なお、実施形態４の陰極５１及び反跳電子捕捉構造体５２の構成は、他の実施
形態にも適用可能である。
【００５５】
　図５から明らかなように、実施形態４のＸ線管装置では、回転陽極ターゲット１４から
照射されるＸ線ビームの照射側から遠い領域（図５中の右側領域）、すなわち回転陽極タ
ーゲット１４の回転中心軸から遠い領域のみに反跳電子捕捉構造体５２を形成する構成と
なっている。このような構成とすることにより、実施形態４のＸ線管装置では、反跳電子
捕捉構造体５２の構成を簡易な構造とし、反跳電子捕捉構造体５２の搭載スペースの減少
に伴う小型化、及びＸ線管装置本体の軽量化を可能としている。
【００５６】
　また、実施形態４のＸ線管装置では、陰極５１の形状が回転陽極ターゲット１４の回転
中心軸方向に傾斜された構成となっている。この構成により、後に詳述するように、陰極
５１、反跳電子捕捉構造体５２、及び回転陽極ターゲット１４との間に生じる電界の分布
を変化させると共に、陰極５１から照射される電子ビームが反跳電子捕捉構造体５２に捕
捉されることを防止する構成としている。さらには、フィン構造体２１を形成する複数の
フィンの内で、最外周に形成されるフィン５３の形状においても、その突出量及び形状が
電界分布に大きな影響を与えることとなるので、実施形態４のフィン構造体２１において
は、後に詳述する構成とすることにより、電界分布を最適な状態に保持する構成としてい
る。
【００５７】
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　このように、実施形態４のＸ線管装置においても、回転陽極ターゲット１４の電子ビー
ム衝突面側にフィン構造体２１が形成されると共に、該フィン構造体２１に対向する真空
外囲器２の内壁面にフィン構造体２２を形成する構成となっているので、前述する実施形
態１のＸ線管装置の効果を得ることが可能である。
【００５８】
　次に、図６に本発明の実施形態４のＸ線管装置における陰極及び反跳電子捕捉構造体並
びに回転陽極ターゲット間における電位分布及び反跳電子の軌道の一例を説明するための
図を示し、以下、図６に基づいて、反跳電子の低減効果を説明する。図６においても、前
述する図２と同様に、陰極１１から出射される電子（熱電子）の一例として１つの電子３
１を示したが、実際の電子ビームの照射では多数の電子が陰極１１から回転陽極ターゲッ
ト１４に出射される。
【００５９】
　実施形態４のＸ線管装置では、反跳電子捕捉構造体５２をＸ線ビームの照射側にのみ設
ける構成となっている。この場合、反跳電子捕捉構造体５２が形成される側と形成されな
い側とでは、陰極５１の周辺の電界分布が大きく異なることとなる。すなわち、図６の丸
枠で囲む領域に示すように、反跳電子捕捉構造体５２が形成される側では、陰極５２と反
跳電子捕捉構造体５２との間の電界が大きくなる。この電界により、実施形態４の反跳電
子捕捉構造体５２と陰極５１との間に反跳電子を集まりやすくし、該反跳電子捕捉構造体
５２で効率よく反跳電子を捕捉する。
【００６０】
　さらには、実施形態４の反跳電子捕捉構造体５２では、回転陽極ターゲット１４の側の
面を曲面形状とすることにより、該曲面に沿った等電位線３２で示す電界分布を形成して
いる。この構成により、反跳電子捕捉構造体５２に衝突した反跳電子の内で、再度反跳し
てしまう反跳電子を大幅に低減させている。
【００６１】
　このとき、実施形態４の陰極５１では、その頭頂部の形状が反跳電子捕捉構造体５２に
近い側と遠い側とで異なる形状とする。すなわち、反跳電子捕捉構造体５２に近い側から
遠い側に向かって陰極５１の頭頂部に傾斜を形成することにより、当該陰極５１から放射
される電子の放出角度を変化させ、陰極５１から照射される電子ビームが反跳電子捕捉構
造体５２に捕捉されることを防止する構成としている。
【００６２】
　さらには、実施形態４のＸ線管装置では、反跳電子捕捉構造体５２が形成されない側に
反跳する反跳電子を効率よく捕捉するために、フィン構造体２１の最外周に形成されるフ
ィン５３を用いる構成としている。
【００６３】
　このように、実施形態４のＸ線管装置では、陰極５１、反跳電子捕捉構造体５２、回転
陽極ターゲット１４、及びフィン構造体２１がそれぞれ供働して所望の電界分布を得る構
成となっている。すなわち、実施形態４のＸ線管装置では、構造物である反跳電子捕捉構
造体５２による反跳電子の捕捉と、構造物であるフィン構造体２１及びフィン構造体２２
とによる反跳電子の直接的な遮蔽のみならず、回転陽極ターゲット１４の電子ビーム衝突
面、またその近傍、さらには陰極５１の近傍に凹凸や適切な形状を設けることで、反跳電
子の捕捉に適した電界分布を形成し、反跳電子を回転陽極軸中心方向へ飛散させない構成
としている。
【００６４】
　さらには、各構造体の形状を変化させることにより、電界分布を形成することで反跳電
子を所望の方向に導くことも可能である。このような電界分布の形成は反跳電子捕捉構造
体（コレクタ）５２の形状、回転陽極ターゲット１４の電子衝突面側の形状、またそれに
対向する面の形状、さらには陰極５１の形状、電子放出する角度、図示しない集束体の形
状を組み合わせることで可能となる。
【００６５】
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　このように本願発明を適用することにより、従来では円筒形状とする必要があった反跳
電子捕捉構造体（コレクタ）５２が、半円筒など、焦点面を基準に見て陽極回転ターゲッ
トの中心方向とは反対方向、つまりＸ線管１の外側のみの構造で済むことになる。この構
造により、反跳電子捕捉構造体５２は管容器１８に近い部分にのみ形成されるので、反跳
電子捕捉構造体５２の冷却が容易になるという格別の効果を得ることが可能となる。
【００６６】
〈実施形態５〉
　図７は本発明の実施形態５のＸ線管装置の概略構成を説明するための断面図であり、以
下、図７に基づいて、実施形態５のＸ線管装置の全体構成を説明する。ただし、実施形態
５のＸ線管装置では、回転陽極ターゲット１４を支持する両持軸受を構成する回転支持機
構１６、７１、フィン構造体２１、２２、及び回転陽極支持構造体１５の構成を除く、他
の構成は実施形態４のＸ線管装置と同様の構成となる。従って、以下の説明では、回転陽
極ターゲット１４を支持する両持軸受を構成する回転支持機構１６、７１、フィン構造体
２１、２２、及び回転陽極支持構造体１５の構成について詳細に説明する。なお、実施形
態５の回転支持機構１６、７１、フィン構造体２１、２２、及び回転陽極支持構造体１５
の構成は、他の実施形態１～３にも適用可能である。
【００６７】
　図７から明らかなように、実施形態５のＸ線管装置は、回転陽極ターゲット１４を貫通
する回転陽極支持構造体１５を備える構成となっており、該回転陽極支持構造体１５の一
端に図示しないロータを備える回転支持機構１６が配置され、他端に回転支持機構７１が
配置される構成となっている。すなわち、実施形態５のＸ線管装置では、回転陽極ターゲ
ット１４を介して、一端側に回転支持機構１６が配置され、他端側に回転支持機構７１が
配置されるいわゆる両持軸受の構成となっている。なお、回転支持機構１６、７１の方式
は、周知の転がり軸受け方式や流体軸受等のすべり軸受のいずれであってもよい。また、
実施形態５のＸ線管装置においても、回転陽極ターゲット１４の裏面側に回転支持機構１
５が配置され、回転陽極ターゲット１４の電子ビーム照射面側に回転支持機構１５が配置
される構成となっている。
【００６８】
　また、実施形態５では、回転陽極ターゲット１４を貫通して回転陽極支持構造体１５が
配置される構成となっているので、実施形態５のフィン構造体２１、２２においても、当
該回転陽極支持構造体１５が配置される領域を避けた領域である回転陽極支持構造体１５
の外周領域に、フィン構造体２１、２２を形成する複数のフィンが配置される構成となっ
ている。
【００６９】
　従って、従来の構成では、回転陽極支持構造体１５に直接反跳電子が到達し、当該回転
陽極支持構造体１５を直接加熱する構成であったが、実施形態５のＸ線管装置では、回転
陽極支持構造体１５の外周部分に形成されるフィン構造体２１、２２が回転陽極支持構造
体１５への反跳電子の到達を阻止する構成となっている。その結果、反跳電子が直接的に
回転陽極支持構造体１５に捕捉され、当該回転陽極支持構造体１５を加熱してしまうこと
を防止することが出来るので、前述する実施形態１の効果に加えて、回転陽極支持構造体
１５の温度上昇をさらに抑制できるという格別の効果を得ることができる。
【００７０】
　〈実施形態６〉
　図９は本発明の実施形態６のＸ線ＣＴ装置の概略構成を説明するための図である。図９
に示すＸ線ＣＴ装置は、Ｘ線管装置９０１を除く他の構成は従来のＸ線ＣＴ装置と同様の
構成となる。なお、本発明のＸ線管装置の適用範囲はＸ線ＣＴ装置に限定されることはな
く、他のＸ線撮影装置にも適用可能である。
【００７１】
　図９から明らかなように、実施形態６のＸ線ＣＴ装置はＸ線ビームを発生する実施形態
１～５の何れかのＸ線管装置９０１と、該Ｘ線管装置９０１に対向配置されるＸ線検出器
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９０２とで撮影系が形成される。該撮影系は回転体９０３に収納され、該回転体９０３と
共に高速回転される。また、回転体９０３には電源９０４、９０５と、錘９０６も収納さ
れる構成となっている。該回転体９０３は床面に立設される筐体９０７に回転可能に取り
付けられ、モータ９０８により高速回転され、架台９０９に搭載される被検者９１２の周
囲３６０度からの回転撮影を可能としている。
【００７２】
　被検者９１２の周囲３６０度から撮影されたＸ線像は画像処理装置９１０で周知の再構
成演算等が行われて被検者９１２の断層像や３次元像等が生成され、モニタ９１１に表示
される。
【００７３】
　このとき、実施形態６のＸ線ＣＴ装置では、本願発明の実施形態１～５のＸ線管装置を
用いる構成となっているので、多量のＸ線ビームを長時間出力することができる。その結
果、被検者９１２のスキャン（ＣＴ撮影）に要する時間を短縮することが可能となり、心
臓等の比較的動きの速い臓器であってもモーションアーチファクトを抑えた再構成画像を
得ることができる。
【００７４】
　また、被検者９１２のスキャン（ＣＴ撮影）に要する時間を短縮することが可能となる
ので、被検者９１２の負担を低減できると共に、より多くの被検者のＸ線ＣＴ撮影を行う
ことができる。
【００７５】
　また、実施形態４、５のＸ線管装置を用いることにより、Ｘ線管装置９０１の重量を軽
量化でき回転体９０３にかかる負荷を低減できるので、さらに高速に回転体９０３（撮影
系）を回転させることが可能となり、さらなる撮影時間の短縮が可能となる。
【００７６】
　さらには、実施形態１～５のＸ線管装置を用いるので、Ｘ線ＣＴ装置本体の機械的な信
頼性も向上させることができる。
【００７７】
　なお、本発明の実施形態１～５のＸ線管装置では、真空外囲器２の内壁面に配置したフ
ィン構造体２２が、回転陽極ターゲット１４に配置されるフィン構造体２１よりも電子ビ
ーム衝突面に近い構成としているが、これに限定されることはない。例えば、真空外囲器
２の内壁面に配置したフィン構造体２２を形成するフィン（凸部）を最外周側に配置する
ことにより、反跳電子のフィン構造体２２への到達割合を大きくすることが可能となるの
で、反跳電子による回転陽極ターゲット１４の温度上昇を抑えることが可能となると共に
、Ｘ線管装置全体の放熱性能を向上させることができるという格別の効果を得ることが可
能となる。
【００７８】
　本発明の実施形態１～５のＸ線管装置では、フィン構造体２２の凸部形状のフィンに対
応した円筒状の凹凸形状である段差を設けフィン構造体２１を形成する構成としたが、こ
れに限定されることはない。例えば、フィン構造体２１の一部に切り欠き部として、フィ
ンの頭頂部から底部に及ぶ欠損領域を形成することにより、フィン構造体２１の重量を低
減することが可能となる。
【００７９】
　さらには、本発明の実施形態１～５のＸ線管装置では、フィン構造体２１及びフィン構
造体２２を形成するフィンの数を複数個形成する場合について説明したが、各フィン構造
体におけるフィンは１以上であればよい。
【００８０】
　さらには、本発明の実施形態１～５のＸ線管装置では、回転陽極ターゲット１４の中心
軸の近傍に設ける凹凸部、及び真空外囲器２の対向壁面に設ける凹凸部として、角部を有
するフィン構造体２１及びフィン構造体２２を設ける構成としたが、前述する形状に限定
されることはなく、凹部及び凸部に曲面状に形成した緩やかな凹凸形状であってもよい。
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【００８１】
　以上、本発明者によってなされた発明を、前記発明の実施形態に基づき具体的に説明し
たが、本発明は、前記発明の実施形態に限定されるものではなく、その要旨を逸脱しない
範囲において種々変更可能である。
【符号の説明】
【００８２】
１……Ｘ線管装置、２……真空外囲器、１１、５１……陰極
１２、５２……反跳電子捕捉構造体（コレクタ）、１３……放射窓
１４……回転陽極ターゲット、１５……回転陽極支持構造体
１６、７１……回転支持機構、１７……ステータ、２１、２２……フィン構造体
２３……段差、２４……溝部、３１……電子、３２……等電位線
３３、３４……矢印（反跳電子軌道）、３５……矢印（電子ビーム軌道）
５３……最外周のフィン、９０１……Ｘ線管装置、９０２……Ｘ線検出器
９０３……回転体、９０４、９０５……電源、９０６……錘、９０７……筐体
９０８……モータ、９０９……架台、９１０……画像処理装置、９１１……モニタ
９１２……被検者

【図１】 【図２】
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